
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 162,957,016,875   固定負債 55,777,788,383

    有形固定資産 150,283,120,500     地方債等 32,785,577,501

      事業用資産 77,164,358,453     長期未払金 -

        土地 35,199,752,970     退職手当引当金 11,353,817,150

        立木竹 5,925,985,064     損失補償等引当金 -

        建物 105,627,538,546     その他 11,638,393,732

        建物減価償却累計額 -71,544,635,065   流動負債 5,660,775,875

        工作物 10,228,955,495     １年内償還予定地方債等 3,373,671,705

        工作物減価償却累計額 -8,505,804,157     未払金 1,386,627,206

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 1,239,340

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 622,869,962

        航空機 -     預り金 124,556,192

        航空機減価償却累計額 -     その他 151,811,470

        その他 - 負債合計 61,438,564,258

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 232,565,600   固定資産等形成分 169,024,181,617

      インフラ資産 67,104,009,837   余剰分（不足分） -50,093,533,441

        土地 17,620,554,681   他団体出資等分 4,077,400

        建物 4,038,299,666

        建物減価償却累計額 -2,358,133,948

        工作物 166,546,958,104

        工作物減価償却累計額 -120,182,613,062

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 1,438,944,396

      物品 16,690,766,848

      物品減価償却累計額 -10,676,014,638

    無形固定資産 1,321,563,203

      ソフトウェア 112,050,043

      その他 1,209,513,160

    投資その他の資産 11,352,333,172

      投資及び出資金 48,359,857

        有価証券 1,700,000

        出資金 46,659,857

        その他 -

      長期延滞債権 303,256,024

      長期貸付金 775,652,449

      基金 10,089,387,900

        減債基金 -

        その他 10,089,387,900

      その他 170,711,234

      徴収不能引当金 -35,034,292

  流動資産 17,416,272,959

    現金預金 9,524,877,520

    未収金 1,712,084,051

    短期貸付金 39,930,000

    基金 6,027,234,742

      財政調整基金 3,146,466,314

      減債基金 2,880,768,428

    棚卸資産 77,915,064

    その他 55,320,946

    徴収不能引当金 -21,089,364

  繰延資産 - 純資産合計 118,934,725,576

資産合計 180,373,289,834 負債及び純資産合計 180,373,289,834

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 50,695,783,026

    業務費用 24,998,224,658

      人件費 8,664,985,545

        職員給与費 6,791,655,003

        賞与等引当金繰入額 589,692,295

        退職手当引当金繰入額 46,135,656

        その他 1,237,502,591

      物件費等 15,583,475,769

        物件費 9,755,388,926

        維持補修費 422,120,429

        減価償却費 5,405,966,414

        その他 -

      その他の業務費用 749,763,344

        支払利息 189,857,806

        徴収不能引当金繰入額 36,232,875

        その他 523,672,663

    移転費用 25,697,558,368

      補助金等 13,721,441,214

      社会保障給付 11,898,333,837

      その他 77,783,317

  経常収益 8,314,687,590

    使用料及び手数料 4,668,893,448

    その他 3,645,794,142

純経常行政コスト 42,381,095,436

  臨時損失 161,339,644

    災害復旧事業費 157,576,072

    資産除売却損 402,849

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 3,360,723

  臨時利益 6,307,297

    資産売却益 4,964,679

    その他 1,342,618

純行政コスト 42,536,127,783



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 118,871,891,860 171,937,545,531 -53,066,348,746 695,075

  純行政コスト（△） -42,536,127,783 -42,536,127,783 -

  財源 43,474,746,320 43,474,746,320 -

    税収等 27,426,604,104 27,426,604,104 -

    国県等補助金 16,048,142,216 16,048,142,216 -

  本年度差額 938,618,537 938,618,537 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,844,497,979 1,844,497,979

    有形固定資産等の増加 3,787,644,904 -3,787,644,904

    有形固定資産等の減少 -6,215,374,993 6,215,374,993

    貸付金・基金等の増加 3,055,393,521 -3,055,393,521

    貸付金・基金等の減少 -2,472,161,411 2,472,161,411

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -15,869,034 -15,869,034

  他団体出資等分の増加 -3,382,325 3,382,325

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -727,572,820 -1,055,996,901 328,424,081 -

  その他 -132,342,967 3,000,000 -135,342,967

  本年度純資産変動額 62,833,716 -2,913,363,914 2,972,815,305 3,382,325

本年度末純資産残高 118,934,725,576 169,024,181,617 -50,093,533,441 4,077,400

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 45,046,558,980

    業務費用支出 19,348,990,783

      人件費支出 8,566,264,059

      物件費等支出 10,092,416,605

      支払利息支出 189,857,806

      その他の支出 500,452,313

    移転費用支出 25,697,568,197

      補助金等支出 13,721,451,043

      社会保障給付支出 11,898,333,837

      その他の支出 77,783,317

  業務収入 50,500,702,483

    税収等収入 26,760,901,794

    国県等補助金収入 15,892,901,565

    使用料及び手数料収入 4,659,833,157

    その他の収入 3,187,065,967

  臨時支出 159,885,695

    災害復旧事業費支出 157,576,072

    その他の支出 2,309,623

  臨時収入 52,862,618

業務活動収支 5,347,120,426

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,243,400,778

    公共施設等整備費支出 3,039,324,896

    基金積立金支出 2,071,402,060

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 121,700,000

    その他の支出 10,973,822

  投資活動収入 3,400,295,793

    国県等補助金収入 979,340,179

    基金取崩収入 2,234,381,442

    貸付金元金回収収入 125,300,000

    資産売却収入 11,702,547

    その他の収入 49,571,625

投資活動収支 -1,843,104,985

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,111,797,162

    地方債等償還支出 3,960,817,869

    その他の支出 150,979,293

  財務活動収入 2,237,628,717

    地方債等発行収入 2,109,890,420

    その他の収入 127,738,297

財務活動収支 -1,874,168,445

本年度資金収支額 1,629,846,996

前年度末資金残高 7,896,830,688

比例連結割合変更に伴う差額 -114,187,955

本年度末資金残高 9,412,489,729

前年度末歳計外現金残高 107,434,903

本年度歳計外現金増減額 4,952,888

本年度末歳計外現金残高 112,387,791

本年度末現金預金残高 9,524,877,520



連結会計 注記
Ⅰ． 重要な会計方針

1. 有形固定資産等の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産･････････････････････････････取得原価 
 ただし、開始時においては基準モデルの評価方法を用いています。評価方法については次のとおりです。
 取得原価が判明しているもの････････････････取得原価×デフレータ
 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
 ただし、取得原価が不明な道路・河川及び水路の敷地は、統一的な基準の評価方法に合わせて備忘価額 1 円としています。 
 また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこととしております。
② 無形固定資産･････････････････････････････取得原価 
 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
 取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 
 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法
① 市場価格のある有価証券等
 会計年度末における市場価格をもって連結貸借対照表価額としております。 
② 市場価格がない有価証券等
 取得原価をもって連結貸借対照表価額としております。
 ただし、市場価格のないものについて、実質価額が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。
 なお、実質価額の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当するものとしております。

3. 有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 
 定額法を採用しております。
② 無形固定資産
 定額法を採用しております。

4. 引当金の計上基準及び算定方法
① 徴収不能引当金
 過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。
② 賞与等引当金
 翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。
③ 退職手当引当金
 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く。）が普通退職した場合の退職手当要支給額を計上しております。
④ 損失補償引当金
 地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従って算定した額を計上しております。 

5. リース取引の処理方法

少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております。

6. 連結資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。
このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

7. 採用した消費税等の会計処理

Ⅱ． 重要な会計方針の変更等
1. 会計処理の原則または手続の変更

2. 表示方法の変更

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。

税込方式によっております。ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜き方式によっています。

該当なし

該当なし



Ⅲ． 重要な後発事象
1. 主要な業務の改廃 

 
2. 組織・機構の大幅な変更 

3. 地方財政制度の大幅な改正 

 
4. 重大な災害等の発生 

Ⅳ． 偶発債務
1. 保証債務及び損失補償債務負担の状況

Ⅴ． 追加情報
1. 連結対象団体（連結会計）の一覧

 団体（会計）名  区分  連結の方法  比例連結割合

秩父広域市町村圏組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 53.57%

埼玉県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 5.679%

彩の国さいたま人づくり広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ※

埼玉県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.805%

株式会社ちちぶ観光機構  第三セクター等 全部連結 -

一般財団法人秩父市地域振興公社  第三セクター等 全部連結 -

社会福祉法人秩父市社会福祉事業団  第三セクター等 全部連結 -

秩父新電力株式会社  第三セクター等 全部連結 -

連結の方法は次のとおりです。 
① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
 ※彩の国さいたま人づくり広域連合の連結割合は科目別に構成団体の経費負担割合等で計算しています。
② 第三セクター等は、出資割合に基づき連結をしています。

2. 出納整理期間について

農業集落排水事業特別会計及び戸別合併処理浄化槽事業特別会計は、地方公営企業法が適用されたことに伴い、令和6年4月1日をもって下水道事業会計と統合され
ます。

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地
方自治法第235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）



有形固定資産の明細
自治体名：秩父市
年度：令和５年度

（単位：千円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

事業用資産  157,851,401  1,930,175  2,566,778  157,214,798  80,050,439  3,385,380  77,164,358
　土地  35,370,220  91,812  262,279  35,199,753 - -  35,199,753
　立木竹  5,925,985 - -  5,925,985 - -  5,925,985
　建物  106,331,069  1,385,218  2,088,748  105,627,539  71,544,635  3,223,233  34,082,903
　工作物  10,173,536  59,736  4,316  10,228,955  8,505,804  162,147  1,723,151
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定  50,591  393,409  211,434  232,566 - -  232,566
インフラ資産  188,585,381  2,517,479  1,458,103  189,644,757  122,540,747  2,187,623  67,104,010
　土地  17,645,128  710  25,283  17,620,555 - -  17,620,555
　建物  3,876,209  198,767  36,676  4,038,300  2,358,134  79,253  1,680,166
　工作物  165,752,230  1,960,672  1,165,944  166,546,958  120,182,613  2,108,370  46,364,345
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定  1,311,814  357,330  230,200  1,438,944 - -  1,438,944
物品  16,300,672  881,587  491,492  16,690,767  10,676,015  675,182  6,014,752
合計  362,737,454  5,329,241  4,516,373  363,550,321  213,267,201  6,248,186  150,283,121



有形固定資産に係る行政目的別の明細
自治体名：秩父市
年度：令和５年度

（単位：千円）

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産  4,776,454  38,193,682  4,489,397  843,241  13,060,974  973,287  14,827,324  77,164,358
　土地  2,894,345  18,145,045  1,104,243  69,783  5,064,841  318,446  7,603,050  35,199,753
　立木竹 - - - -  5,925,985 - -  5,925,985
　建物  1,871,511  19,228,561  3,255,386  697,064  1,964,106  376,089  6,690,186  34,082,903
　工作物  10,599  615,433  123,661  58,894  106,042  274,437  534,088  1,723,151
　船舶 - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - -
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定 -  204,643  6,107  17,500 -  4,315 -  232,566
インフラ資産  35,040,441  106,591 -  7,142,892  5,828,703 -  18,985,382  67,104,010
　土地  10,865,605 - -  5,789,178  290,661 -  675,111  17,620,555
　建物  452,530  89,155 -  0  442,164 -  696,317  1,680,166
　工作物  23,512,155  17,437 -  1,353,714  5,088,725 -  16,392,314  46,364,345
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定  210,151 - - -  7,153 -  1,221,640  1,438,944
物品  1,698,077  72,395  261,514  7,624  217,937  402,942  3,354,263  6,014,752
合計  41,514,972  38,372,669  4,750,910  7,993,758  19,107,614  1,376,229  37,166,969  150,283,121


